
稲作等経営体支援事業（新規） 

 

１ 趣    旨  

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う米の需要減少及び在庫量の増加により、令和３年以降米価の大きな下落が想定されるため、

今後、主食用米から非主食用米等への大きな転換を進める必要があることから、転換の主力である大規模農業者が今後も地域の担い手と

して経営を継続できるよう支援する。 

 

２ 事 業 内 容 

  土地利用型作物の取組増加を促すため、前年の主食用米面積の１０％以上又は前年の対象作物面積より１ｈａ以上対象作物の耕作面積 

を拡大する農業者に奨励金を交付する。 

 

３ 事業実施主体   地域農業再生協議会等、県 

 

４ 予 算 額   ５３，４６７千円 

 

５ 補 助 率   定額 

 

６ 事業実施期間   令和３年度  

 

 

【担当課：生産流通総室水田畑作課 ０２４－５２１－７３６９】  
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稲作等経営体支援事業
水田畑作課

現状・課題
○ 新型コロナウイルス感染症の影
響から米の需要量が減少、県内の米
の在庫量が増加し、米価の下落が心
配され、令和２年度４号補正により、
飼料用米推進緊急対策事業による主
食用米から飼料用米への転換を図っ
た。

○ しかし、令和２年産米の作況指
数が99でも需給環境はより厳しくな
り、来年以降も米価下落が想定。

○ 令和3年産米の適正生産量は693
万tと見込まれ、本県作付面積の目
安は55,700ha（令和２年比
▲3,500ha）。

○ 非主食用米等への転換を図る主
力は大規模農業者。地域の担い手と
して経営を継続させる必要がある。

○ 土地利用型作物作付拡大奨励事業
大規模農業者が非主食用米等への転換

を進める負担を軽減するため、非主食用
米等への転換拡大に奨励金を交付する。
事業主体：地域農業再生協議会等
補助金：2,500円以内/10a

1,500円以内/経営体(地域農業
再生協議会等事務費)

補助対象者：以下の対象作物を作付けす
る農業者

対象作物：加工用米、新規需要米、麦、
大豆、飼料作物、そば、なたね

補助要件：前年の主食用米面積の10%以
上又は前年の対象作物面積より1ha以
上、対象作物の耕作面積を拡大する
こと かつ

対象作物の作付面積を３年間維持
又は拡大すること

補助対象面積：2,000ha
予算額：

本体補助金 50,000千円
事務費補助金 3,000千円
県推進事務費 467千円

計53,467千円

県の支援内容
稲作等農業者の経営安定

○3,500haの戦略作物の導
入を図り、水田フル活
用とともに、米価下落
の影響を受けにくい強
固な稲作経営体等を育
成

目指す姿
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